
・日本郵政及び日本郵便が、ユニバーサルサービスを確保するとともに、郵便局を活用した地域住民の利便の増進
を適確に行うこと等を目的として、2022年より郵政行政部長を主宰者とする懇談会という位置付けで「郵政行政
モニタリング会合」を開催し、専門家の助言を得て、年次レポートを策定（2022年は第１回 ２月、第２回 ５月、
第３回 ６月開催）。

・郵政モニタリング会合（2023年度）においては、モニタリングレポート2022に記載された取組のフォローアップ
をするとともに、令和５事業年度事業計画の要請事項への取組見通しを確認し、「プログレスレポート2023」と
して取りまとめ予定。
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郵政モニタリング会合（2023年度） 開催概要

・モニタリングレポート2022に記載された取組への対応状況

第１回議題

第４回
レポート案

構成員 （氏名） （役職）

泉本 小夜子 泉本公認会計士事務所代表

上瀬 剛 ＰｗＣコンサルティング合同会社 執行役員 パートナー

斉藤 邦史 慶應義塾大学 総合政策学部 准教授

田島 正広 田島・寺西法律事務所代表パートナー

（オブザーバ） 内閣官房郵政民営化推進室

議事等の取扱い

○事業者の非公開情報を取り扱うことから、
原則非公開

○原則として議事要旨を作成し、総務省の
ホームページで公開

第３回
レポート議論

・令和５事業年度事業計画の要請事項への取組見通し

第２回議題

第２回
取組見通し
の報告

進捗状況の
ヒアリング
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